
                                     
 

交付申請書及び事業計画書の作成に当たって 

 

    

交付申請書等の書き方は、次のとおりです。   

十分お読みいただいた上で、書類を作成してください。 

交付申請書・事業計画書は、審査の対象となりますので、わかりやすく、 

かつ、具体的に記入してください。 

 

 

小規模企業チャレンジ事業補助金交付申請書（様式第１号）の作成に当たって 

                     

小規模企業チャレンジ事業補助金交付申請書の記入内容等は、次のとおりです。 

交付申請書及び添付書類は、正副１部ずつ（計２部）提出してください。 

 

項 目 名 記 入 内 容 等 

年月日 提出年月日を記入してください。 

所在地 京都府内の主たる事業所等の所在地を記入してください。 

名称 （法人名） 法人の場合は法人名を、個人事業者の場合は屋号を記入してください。 

代表者（職・氏名） 代表者の職名及び氏名を記入し、代表者印を押印してください。 

交付申請額 補助金の交付申請額を記入してください（限度額は１００万円、補助率は 

２分の１以内）。 

※ここに記入する金額は、「事業計画書（様式第１号の１）」の次の欄に 

記入する金額と一致します。 

○「本事業に係る資金調達内訳」欄の補助金の金額 

○「経費区分及び積算明細」欄の補助金申請額の合計 

 

添付書類として、○印の書類が必要です。 

       法人 個人事業者 

事業計画書 ○  ○ 

２期分の決算書又は確定申告書の写し 

直近２期分のものがない場合は、最 

近１期分の決算書の写し又は確定 

申告書 

○  ○ 

※左記の書類がない場合は、税務署の受

理印のある「個人事業の開廃業等届出

書」の写しを添付してください。 

役員名簿 ○  － 

法人登記事項証明書 ○  － 

 

 



                                     
事業計画書（様式第 1 号の 1）の記入に当たって 

 

 事業計画書の記入内容等は、※のとおりです。 

 事業計画書の記入欄が不足する場合は、記入欄を大きくしていただくか、または別

紙にご記入ください 

 

申請者名
ふ り

(法
が

人名
な

) 
※法人の場合は法人名を、個人事業者の場合は屋号を記入し、ふりが 

なをつけてください。 

代表者（職・氏名
ふりがな

） 
※代表者の職名及び氏名を記入し、氏名にふりがなをつけてください。 

従業員数 

 

     人（内訳：正社員   人、パート・アルバイト   人）      

※常時勤務する従業員数（役員は、含みません）を記入してください。 

※（   ）内に内訳の人数（正社員、パート・アルバイト）を記入してくださ 

い。 

資本金等 
 千円 

※資本金等を記入してください。 

所在地 

 

郵便番号  

住所 

TEL （   ）   －         FAX （   ）   － 

ホームページアドレス 

※京都府内の主たる事業所等の「郵便番号」「住所」「電話番号」「FAX

番号」を記入してください。 

※ホームページを開設している場合は、そのアドレスを記入してください。 

（担当者） 

担当者氏名 

TEL （   ）  －         FAX （   ）  － 

メールアドレス 

携帯電話番号 

※ご担当者の「氏名」「電話番号」「FAX 番号」「メールアドレス」「携帯電 

話番号」を記入してください。        

業  種 
※業種を記入してください（複数にわたる場合は、主なものを記入してくだ

さい）。 

創業時期・企業 

の特徴等 

 

創業時期         年    月 

（法人設立時期     年    月） 

○○○○○     △△年 ◇◇月 

※創業時期を記入してください。 

※法人の場合は、設立時期も記入してください。 

※創業（法人設立）から現在に至るまでの歴史・変遷等のうち、主なもの

や特徴的なものがあれば、その内容・時期等を記入してください。 



                                     

主な事業内容 

※現在行っている主な事業内容を記入してください（例．主要取扱製品、

販売先、販売方法など）。 

 

 

 前々期 

（  年 月～   年 月）

前期 

（  年 月～   年 月）

売 上 高（千円）
２期分決算推移 

営業利益（千円）

 

※「前々期」「前期」の売上高及び営業利益を記入してください。 

※２期分の決算情報がない場合（創業後１年以上２年未満の場合）は、 

直近１期分のものを「前期」の欄に記入し、前々期欄には「－」を記入し

てください。 

新たな取組・チャレンジの内容が概観できるタイトル・テーマ 

※新たな取組・チャレンジの内容が概観できるタイトル・テーマを３０字～ 

５０字程度で記入してください。 

 

 

新たな取組・チャレンジの内容等 

※「申請者にとっての新たな取組・チャレンジの内容等」を具体的に記入 

してください。 

＜ポイント＞ 

○経営改善等を進めるための新機器導入や人材育成、さらには製品開

  発や製造方法の見直し、新たな販路の開拓などの新たな取組・チャ 

レンジの内容 

○現在の取組内容との違い 

○どのような点が新たな取組なのか 

 

 

 

 

 

新たな取組・チャレンジを行う理由・動機等 

新たな取組・チャ

レンジの内容等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今回新たな取組・チャレンジを行おうと考えた背景、理由・動機等を 

記入してください。 

 

 

 

 



                                     

スケジュール  

※新たな取組・チャレンジについての主なスケジュール（マイルストーン） 

を記入してください 

 <記入例>  ○○月～△△月  ………を実施 

         △△月～◇◇月  □□□を開発 

         ◇◇月～▽▽月  ＝＝＝の確立 

実施計画  

 

※事業をどのように進めていくのかを記入してください（例．実施体制 

等）。 

※外部委託や連携先がある場合は、その内容及び委託先・連携先を 

記入してください。 

 

 

見込まれる成果 

（期待できる効果） 

※新たな取組、チャレンジを行うことによって、どのような成果・効果が見 

込まれるか、どの程度経営の向上が見込まれるか等を具体的な数値 

を使って説明してください。数値で説明できない場合は、定性的な説

明（何がどんな状態に変化するか）をしてください。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年度 補助金・助成金等名 交付機関名等 金額（千円） 

    

    
補助金・助成金等を

受けた実績 

 

 

※本申請と同一の事業について、国や府等の公的な補助金・助成金 

等を受けている場合は、記入してください。 

※現在申請している、または今後申請の予定がある場合も記入してくだ

さい。 

 

 

 



                                     
※「本事業に係る資金調達内訳」欄には、本事業を実施するに当たっての資金調達計画を記 

入してください。記入例は、下の表のとおりです。 

補助金の上限は、１００万円（補助率 ２分の１以内）ですので、ご注意ください。 

また、補助金交付額は千円単位ですので、端数が出た場合は切り捨てて記入してください。 

本事業に係る資金調達内訳 

区   分 金   額 資金調達先 

自己資金           900,000 円

借 入 金   300,000 円 ○○信用金庫 

補 助 金 1,000,000 円

そ の 他 円

合   計 2,200,000 円

 

※「経費区分及び積算明細」欄には、本事業を実施するに当たっての「経費」「積算明細」等を

 記入してください。記入例は、下の表のとおりです。 

事業費 → 本事業を実施する上で直接的に必要となる経費 

        （例）原材料費、機械装置等の購入・改良等に要する経費、広告宣伝費、展示 

会等の出展料等、研修の実施に関する経費  など 

事務費 → 本事業を実施する上で必要となる事務的経費 

        （例）旅費、会場費、通信運搬費  等 

補助対象経費として認められないもの（例．人件費、消費税など）がありますのでご注意くださ

い（詳しくは、募集要領の３ を参照してください）。 

経費区分及び積算明細 

経費等 

 

経費区分 

本事業に要する 

経費 
積 算 明 細 補助金申請額

事業費 

 
1,650,000 円

○○代          850,000 円 

△△費 100,000×8  800,000 円 
825,000 円

事務費 350,000 円
▽▽料            200,000 円 

◇◇◇の費用      150,000 円 
175,000 円

その他 

（人件費） 

（税金） 

200,000 円
人件費          120,000 円 

税金             80,000 円 
0 円

合   計 2,200,000 円  1,000,000 円

 

事業計画書の作成等に当たって相談された機関がある場合はその機関名をご記入ください。 

①（△△△ ）商工会                   ②（         ）商工会議所   

③（      ）ビジネスサポートセンター      ④その他（            ） 



                                     
 


